守山市介護保険における福祉用具貸与について

1． 対象者

要介護１～５、要支援１・２の認定を受けた者。

· 介護保険のサービスを利用するためには、守山市介護保険課が行う「要介護（支援）認定」を受けることが必要です。

２．介護度ごとの福祉用具貸与の範囲

　　　　介護度および利用者の身体状況により、貸与できる福祉用具の範囲と貸与の手続きが異なります。

　　　　※貸与の手続きは、手続き①と手続き②の２パターン（３．手続きの流れ参照）あります。

（1） 要介護２～５の認定を受けた者
【表１】対象となる福祉用具一覧

	種目
	機能または構造等

	車いす
	次のいずれかに限る

・自走用標準型車いす　・普通型電動車いす　・介助用標準型車いす

	車いす付属品
	ｸｯｼｮﾝ、電動補助装置等で、車いすと一体的に使用されるものに限る

	特殊寝台
	ｻｲﾄﾞﾚｰﾙが取付けてあるものまたは取付け可能なものであって次のいずれかの機能を有するもの
・背部または脚部の傾斜角度が調整できる機能

・床板の高さが無段階に調整できる機能

	特殊寝台付属品
	ﾏｯﾄﾚｽ、ｻｲﾄﾞﾚｰﾙ等で、特殊寝台と一体的に使用されるものに限る

	床ずれ防止用具
	次のいずれかに該当するものに限る
・送風装置または空気圧調整装置を備えた空気ﾏｯﾄ
・水等によって減圧による体圧分散効果をもつ全身用のﾏｯﾄ

	体位変換器
	空気ﾊﾟｯﾄﾞ等を身体の下に挿入することにより要介護者等の体位を容易に変換できるもの（体位の保持のみを目的とするものを除く）

	手すり
	取付けに際し工事を伴わないものに限る

	スロープ
	段差解消のためのものであって、取付けに際し工事を伴わないものに限る

	歩行器
	歩行が困難な者の歩行機能を補う機能を有し、移動時に体重を支える構造を有するものであって、次のいずれかに該当するものに限る

・車輪を有するものは、体の前および左右を囲む把手等を有するもの

・四脚を有するものは、上肢で保持して移動させることが可能なもの

	歩行補助つえ
	松葉づえ、ｶﾅﾃﾞｨｱﾝ・ｸﾗｯﾁ、ﾛﾌｽﾄﾗﾝﾄﾞ・ｸﾗｯﾁ、ﾌﾟﾗｯﾄﾎｰﾑｸﾗｯﾁおよび多点杖に限る

	認知症老人徘徊

感知機器
	認知症である高齢者が屋外へ出ようとした時等、ｾﾝｻｰにより感知し、家族・隣人等へ通報するもの

	移動用ﾘﾌﾄ（つり具の部分を除く）
	床走行式、固定式または据置式であり、かつ、身体をつり上げまたは体重を支える構造を有するものであって、その構造により、自力での移動が困難な者の移動を補助する機能を有するもの（取付けに住宅の改修を伴うものを除く）


⇒手続きの流れは、手続き①へ

（2） 要介護１、要支援１・２の認定を受けた者
　　手すり、スロープ、歩行器、歩行補助つえ

　　（機能または構造等については、【表１】参照。）
⇒手続きの流れは、手続き①へ
（3） 要介護１、要支援１・２の認定を受けた人で条件に該当する者　

　　原則、車いすおよび車いす付属品、特殊寝台および特殊寝台付属品、床ずれ防止用具、

　体位変換器、認知症老人徘徊感知器、移動用リフトは保険給付の対象外です。　　　
ただし、例外として厚生労働大臣が定める者で、次の条件①～③のいずれかに該当する場合は、保険給付の対象になります。
条件①　要介護認定の認定調査票（基本調査）による判断
　　種目ごとに必要性が認められる一定の状態にある者は、保険給付の対象として福祉用具貸与が行われます。その妥当性については、原則として【表２】のとおり、要介護認定の認定調査票（基本調査）の直近の結果を活用して客観的に判断します。
【表２】

	種目
	厚生労働大臣が定める者
	厚生労働大臣が定める者に該当する基本調査の結果

	車いすおよび
車いす付属品
※(1)(2)のいずれか
	(1)日常的に歩行が困難な者
	基本調査1-7：歩行「3.できない」

	
	(2)日常生活範囲における移動の支援が特に必要と認められる者
	（ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄを通じ指定介護予防支援事業者・指定居宅介護支援事業者が判断）

	特殊寝台および
特殊寝台付属品
※(1)(2)のいずれか
	(1)日常的に起きあがりが困難な者
	基本調査1-4：起きあがり「3.できない」

	
	(2)日常的に寝返りが困難な者
	基本調査1-3：寝返り「3.できない」

	床ずれ防止用具

および体位変換器
	日常的に寝返りが困難な者
	基本調査1-3：寝返り「3.できない」

	認知症老人

徘徊感知機器
	次の①②いずれにも該当する者

1 意思の伝達、介護者への反応、記憶・理解のいずれかに支障がある

2 移動において全介助を必要としない
	1 基本調査3-1：意思の伝達「1.調査対象者が意思を他者に伝達できる」以外、または基本調査3-2～3-7：記憶・理解のいずれか「2.できない」、または基本調査3-8～4-15：問題行動のいずれか「1.ない」以外
その他、主治医意見書において、認知症の症状がある旨が記載されている場合も含む。
2 基本調査2-2：移乗「4.全介助」以外

	移動用リフト

（つり具の部分を除く）

※(1)～(3)の

いずれか
	(1)日常的に立ち上がりが困難な者
	基本調査1-8：立ち上がり「3.できない」

	
	(2)移乗が一部介助または全介助を必要とする者
	基本調査2-1：移乗「3.一部介助」または「4.全介助」

	
	(3)生活環境において段差の解消が必要と認められる者
	（ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄを通じ指定介護予防支援事業者・指定居宅介護支援事業者が判断）


⇒手続きの流れは、手続き①へ

条件②　【表２】のうち、該当する基本調査結果がない「車いす(2)」と「移動用ﾘﾌﾄ(3)」についての判断
　主治医の意見をふまえ、福祉用具専門相談員等が参加するサービス担当者会議等を開催するなどの適切なケアマネジメントを通じ、指定居宅介護支援事業者・指定介護予防支援事業者により判断されます。
　※守山市への「協議書」の提出後、貸与の可否が決定します。

⇒手続きの流れは、手続き②へ
条件③　その他
　次のⅰ)～ⅲ)のいずれかの状態に該当することが、主治医の意見（主治医意見書・診断書等）にもとづいて判断され、かつ、サービス担当者会議等を通じた適切なケアマネジメントにより福祉用具貸与の可否が判断されます。

　ⅰ)　疾病その他の原因により、状態が変動しやすく、日・時間帯によって、頻繁に福祉用具が必要な状態に該当する者。（例：ﾊﾟｰｷﾝｿﾝ病の治療薬によるON・OFF現象等）

　ⅱ)　疾病その他の原因により、状態が急速に悪化し、短期間のうちに福祉用具が必要な状態になることが確実に見込まれる者。（例：がん末期の急速な状態悪化等）

　ⅲ)　疾病その他の原因により、身体への重大な危険性や症状の重篤化の回避等医学的判断から福祉用具が必要な状態に該当すると判断できる者。（例：ぜんそく発作等による呼吸不全、心疾患による心不全、嚥下障害による誤嚥性肺炎の回避）

　※（　）内の状態は、あくまでもⅰ)～ⅲ)の状態の者に該当する可能性のあるものを例示したものです。また、（　）内の状態以外の者であっても、ⅰ)～ⅲ)の状態であると判断されることもあります。

※守山市へ「協議書」の提出後、貸与の可否が決定します。

⇒手続きの流れは、手続き②へ

３．手続きの流れ
要介護度認定と認定調査の結果により、福祉用具貸与範囲や手続きの方法が異なります。
手続き①
《対象者》

　●要介護2～5：「2.介護度ごとの福祉用具貸与の範囲」－(1)

　●要介護1、要支援1・2：「2.介護度ごとの福祉用具貸与の範囲」－(2)

　●要介護1、要支援1・2：「2.介護度ごとの福祉用具貸与の範囲」－(3)の条件①
　以下の①～②の流れになります
1 サービス担当者会議の開催
　　　　　　　介護支援専門員は、サービス担当者会議でその利用の妥当性を検討し、サービス計画に福祉用具貸与が必要な理由を記載する
　　　　　　　※福祉用具貸与の追加・変更・更新認定・区分変更の認定を受けた時は、サービス担当者会議の開催が必要です。
②福祉用具貸与の開始　

サービス計画に福祉用具貸与が必要な理由を記載し、必要に応じて随時、必要性を検討し、継続が必要な場合には理由を記載する。

手続き②
《対象者》

●要介護1、要支援1・2で条件つき：上記の「2.介護度ごとの福祉用具貸与の範囲」
－(3)の条件②、条件③
　以下の①～④の流れになります。

1 サービス担当者会議の開催

　　　　　　　　　介護支援専門員は、主治医の意見に基づき、サービス担当者会議でその福祉用具の必要性について話し合う。

　　　　　　　　※サービス担当者会議には、主治医から得た情報および福祉用具専門相談員のほか軽度者（要介護1、要支援1.2）の状態像について適切な助言が可能な者が出席していること。

2 介護保険課に福祉用具貸与の協議申請

【提出書類】

	要介護１
	要支援１・２

	要介護度軽度者の福祉用具貸与協議書

居宅サービス計画書

週間サービス計画書

主治医からの情報（※注１）
サービス担当者会議録（※注２）
	要介護度軽度者の福祉用具貸与協議書

利用者基本情報

介護予防サービス計画書

主治医からの情報（※注１）
サービス担当者会議録（※注２）


※注１　主治医がｻｰﾋﾞｽ担当者会議に参加している場合は、ｻｰﾋﾞｽ担当者会議録（医学的所見に基づく貸与の必要性が記載されていること）の提出のみで可。

　　　　主治医がｻｰﾋﾞｽ担当者会議を欠席している場合は、照会文を提出すること。

※注２　福祉用具貸与が妥当と判断されたことが確認できる情報を記載すること。
3 介護保険課の内容確認・可否の決定
介護保険課　⇒　介護支援専門員　へ確認書の送付

※介護保険の給付は、協議申請をした月から対象になります。
4 福祉用具貸与の開始

・介護支援専門員は利用者の同意を得たうえで、認定調査票について必要な部分（基本調査の回答で当該軽度者の状態像の確認が必要な部分）の写しを、福祉用具貸与事業所へ送付する。

・サービス計画に福祉用具貸与が必要な理由を記載し、必要に応じて随時、必要性を検討し、継続が必要な場合には理由を記載する。
４．更新申請・区分変更の認定後、貸与を継続する場合
（１）認定結果が、要介護１、要支援１・２の場合

貸与する福祉用具の種類および利用者の状態により手続き①または手続き②が必要です。
※認定調査票の結果が変更されている場合は、手続きの方法が異なる場合があるので注意してください。

※認定結果の遅延等やむを得ない事情で、協議書の提出が間に合わないと見込まれる場合は、守山市に事前に相談してください。
（２）認定結果が、要介護２～５の場合

手続き①へ変更になります。

５．他制度での福祉用具の取扱い
　介護保険と障害者施策とは次のように調整されます。
1 補装具と福祉用具貸与

　　　　　　車いす・歩行器・歩行補助つえは、介護保険法では標準的な既製品からの選択となるため、医師等により障害者の身体状況に個別に対応することが必要と判断された場合には、障害者施策による補装具費として支給されます。
②日常生活用具と福祉用具貸与
　　　　　　特殊寝台、特殊マット、体位変換器、移動・移乗支援用具、移動用リフトは、障害の状態に応じて個別に適合を図るものではないため介護保険から給付されます。

【問い合わせ先】


　介護保険課　　　　Tel　０７７－５８２－１１２７


　地域包括支援ｾﾝﾀｰ　Tel　０７７－５８１－０３３０


　Fax（共通）　　　　　 ０７７－５８１－０２０３











